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議案第２２号

　（総　則）
第１条

　（業務の予定量）
第２条

(1) 　 戸
(2)  　㎥
(3)  　㎥

　（収益的収入及び支出）
第３条

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ３ 項 　千円
第 ４ 項 　千円２,０００予 備 費

２０９,０８８
１２３,０７２
８６,０１６

２３３,２５４
２２２,５１８

支　　　　　　出

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
特 別 損 失

８,７３６
０

簡 易 水 道 事 業 費 用
営 業 費 用

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　なお、営業費用中総係費１，８７０千円の財源に充てるため、企業債１，８００千円を借り入れる。

収　　　　　　入

簡 易 水 道 事 業 収 益
営 業 収 益

４８７,９１７
一 日 平 均 配 水 量 １,３３７

　業務の予定量は、次のとおりとする。
給 水 戸 数 ２,３４７

令和７年度　久米南町簡易水道事業会計予算

　令和７年度久米南町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

年 間 総 配 水 量
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　（資本的収入及び支出）
第４条

第 １ 款 　千円

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ３ 項 　千円
第 ４ 項 　千円
第 ５ 項 　千円

　 (債務負担行為）
第５条

　 (企業債）
第６条

千円

　（一時借入金）
第７条

令和７年度～令和８年度 ２，３６５千円

事　　　　項

地方公営企業法適用事業

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。
期　　　　間 限　　度　　額

企 業 債 償 還 金 ５２,６８８

資 本 的 支 出 ５８,５６５
建 設 改 良 費 ０
固 定 資 産 購 入 費 ４,３３５

予 備 費 １,５００
基 金 積 立 金 ４２

支　　　　　　出

資 本 的 収 入 ０

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５８，５６５千円

収　　　　　　入

は、引継金３,５３０千円、当年度損益勘定留保資金５５，０３５千円で補填するものとする。）。

　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率

5.0％以内
  地方公営企業法適

用事業
１,８００

普通貸借 （ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

又　は

計 １,８００
証券発行

償　還　の　方　法

　政府資金については、その融資条件により、銀行その他
の場合にはその債権者と協定するものによる。
　ただし、財政の都合により措置期間及び償還期間を短縮
し、又は繰り上げ償還もしくは低利に借換えすることがで
きる。

　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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（単位：千円）　

⒈
⒉

⒈
⒉
⒊
⒋
⒌

（単位：千円）　

⒈
⒉
⒊
⒋
⒌

⒈
⒉
⒊

1

⒈

収 益 的 収 入 及 び 支 出

249,597
224,092
63,409
13,712
18,586
128,233

152
12,525
2,596

前 年 度 予 算 額
217,319
121,500
120,558

942
95,819

2
41,949

令和７年度　久米南町簡易水道事業会計予算実施計画

 収　入
款 項 目 本 年 度 予 算 額 比　　較

1,572
⒈ 簡易水道事業収益

給水収益 121,240 682

209,088 △ 8,231
⒈ 営業収益 123,072

その他営業収益 1,832 890
⒉ 営業外収益 86,016 △ 9,803

受取利息及び配当金 42

消費税及び地方消費税還付金 1 0
雑収益 8 0

40
他会計補助金 32,167 △ 9,782
長期前受金戻入 53,798 △ 61

 支　出
款 項 目 本 年 度 予 算 額 比　　較

53,859
1
8

前 年 度 予 算 額

△ 1,574
原水及び浄水費 62,341 △ 1,068
配水及び給水費 14,304 592

⒈ 簡易水道事業費用 233,254 △ 16,343
⒈ 営業費用 222,518

⒉ 営業外費用 8,736 △ 3,789
支払利息及び企業債取扱諸費 2,676

総係費 17,583 △ 1,003
減価償却費 128,290 57

80
消費税及び地方消費税 6,000 △ 3,8999,899
雑支出 60 30

資産減耗費 0 △ 152

0
予備費 2,000 0

30
10,980
10,980
2,000
2,000

⒊ 特別損失 0 △ 10,980
その他特別損失 0 △ 10,980

⒋ 予備費 2,000
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（単位：千円）　

⒈

⒈

（単位：千円）　

⒈
⒉

⒈

⒈
⒉

⒈

⒈

資 本 的 収 入 及 び 支 出

53,010
53,010

0
2
2
0
0

0
0

前 年 度 予 算 額
54,512
1,500
500

1,000
0
0

⒉ 固定資産購入費 4,335 4,335
無形固定資産購入費 4,335 4,335

0 △ 1,500
原水及び浄水施設費 0 △ 500

⒈ 建設改良費

配水施設費 0 △ 1,000

収　入
款 項 目 本 年 度 予 算 額 比　　較

0 0
⒈ 企業債 0 0

建設改良等企業債 0 0

前 年 度 予 算 額
0
0
0

支　出
款 項 目 本 年 度 予 算 額 比　　較

他会計出資金 0 0

⒈ 資本的収入

⒉ 他会計出資金 0 0

⒈ 資本的支出 58,565 4,053

⒊ 企業債償還金 52,688

⒋ 基金積立金 42 40
基金積立金 42 40

△ 322
建設改良等企業債償還金 50,232 △ 2,778
その他企業債償還金 2,456 2,456

⒌ 予備費 1,500 1,500
予備費 1,500 1,500
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（単位：千円）　
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △
減価償却費
資産減耗費
賞与引当金の増減額(△は減少)
法定福利費引当金の増減額(△は減少)
貸倒引当金の増減額(△は減少)
長期前受金戻入額 △
受取利息及び受取配当金 △
支払利息
未収金の増減額(△は増加)
未払金の増減額(△は減少)
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △
業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
無形固定資産の取得による支出 △
基金積立による支出 △
投資活動によるキャッシュ・フロー △

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債の発行による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △
財務活動によるキャッシュ・フロー △

　資金増加額
　資金期首残高
　資金期末残高

50,888

196
33,464
33,660

42
3,982

1,800
52,688

2,676
55,066

0
3,940

0
57,700

42

令和７年度　久米南町簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

0
53,798

42
2,676

0

19,440
128,290

0
10
4
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1 総　　括

（単位：千円）　

2 給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）　

3 給料及び手当の状況
職員１人当たりの給与

給　与　費　明　細　書

区分
職員数 給与費　(千円)

法定福利費
(千円)

合　計
(千円)

備　考特別職
(人)

一般職
(人)

報酬

1 0 3,263 2,756

給料 手当 計

7,482前年度 0 1 0 3,220 3,284 6,504 978
6,019 1,111 7,130本年度 0

△ 485 133 △ 352

扶養手当 住居手当 通勤手当 管理職手当

比　較 0 0 0 43 △ 528

38 279 160 0 450

時間外等
勤務手当

期末勤勉
手　　当

児童手当
退職手当
負 担 金

1,828 0 290
1,502 0 327

△ 326 0 37

区　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　考

職員手当
の内訳

区分

△ 48 △ 65 △ 126 0 0
86 344 286 0 450

本年度
前年度
比　較

給　料 43
給与改定に伴う増減分 0

そ の 他 の 増 減 分 0
昇 給 に 伴 う 増 減 分 43

そ の 他 の 増 減 分 △ 528
手　当 △ 528

制度改正に伴う増減分 0

備　　　　考

令和７年４月１日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 263,100

(1)
区　　　　分 行　　一　　職

平 均 年 齢 ( 歳 ) 33.00
平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 301,500

平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 296,700令和６年４月１日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 242,600

平 均 年 齢 ( 歳 ) 32.00

- 9 -



初任給

級別職員数

（級別の基準となる職務）

(2)

区　分 行 一 職　(円)
一般会計の制度
行 一 職　(円)

備　　　　考

大 学 卒 220,000 220,000
高 校 卒 188,000 188,000

級 職員数　(人) 構成比　(％)

(3)

区分
行　一　職

令和７年４月１日現在

１　級

５　級
４　級

２　級 1 100.00
３　級

計 1 100.00
６　級

２　級 1 100.00
３　級

１　級

技 師 補

計 1 100.00
６　級

令和６年４月１日現在
５　級
４　級

６　級
主 事

主 事 主 幹 課 長 補 佐
課 長 代 理 課 長

技 師
主 事 補

技 師

区　　分

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主 任 上 席 主 幹
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昇　　給

特殊勤務手当…該当なし

期末手当、勤勉手当

定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(4)
区 　　分 合　計 行 一 職

昇給に係る職員数(B)　(人） 1 1

号給数別内訳

本
年
度

職員数(A)　(人） 1 1

２号給（人）

８号給（人）

４号給（人） 1 1
６号給（人）

前
年
度

職員数(A)　(人） 1 1
比率(B)／(A)　(％) 100.00 100.00

号給数別内訳

２号給（人）

昇給に係る職員数(B)　(人） 1 1

４号給（人） 1 1
６号給（人）

８号給（人）

比率(B)／(A)　(％) 100.00 100.00

(5)

(6)

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置６月(月分) １２月(月分) (月分)

本 年 度 2.300 2.300 4.60 有

一般会計の制度 2.300 2.300 4.60 有
前 年 度 2.250 2.350 4.60 有

(7)
区　分 20年勤続の者(月分） 25年勤続の者(月分） 35年勤続の者(月分） 最高限度(月分） その他の加算措置等 備　考

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

3～45%加算

同　　上
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その他の手当(8)
区　　　　分 一般会計の制度との差同 差異の内容

住 居 手 当 同　　一
通 勤 手 当 同　　一

扶 養 手 当 同　　一
管 理 職 手 当 同　　一
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千円 千円 千円 千円 千円

地方公営企業法適用事業
２，３６５

令和６年度から
９３５

令和７年度から
２，３６５ ２，３６５

令和７年度まで 令和８年度まで

左の財源内訳

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限度額
前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

期間 金額 期間 金額 企業債
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（単位：千円）　

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0
その他未処分利益剰余金変動額 0

24,737

そ の 他 特 別 損 失 10,980 10,980 △ 10,980
当 年 度 純 損 失 24,737

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

(5) 雑 収 益 8 94,634
4 営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 2,596

(2) 他 会 計 補 助 金 40,765

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 53,859

3 営 業 外 収 益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 2

(3) 他 会 計 負 担 金 0

(5) 資 産 減 耗 費 152 216,228
営 業 損 失 105,765

(3) 総 係 費 17,729
(4) 減 価 償 却 費 128,233

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 57,645
(2) 配 水 及 び 給 水 費 12,469

(3) そ の 他 営 業 収 益 865 110,463
2 営 業 費 用

(1) 給 水 収 益 109,598
(2) 受 託 工 事 収 益 0

1 営 業 収 益

令和６年度　久米南町簡易水道事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）

2,626 92,008
経 常 損 失 13,757

5 特 別 利 益

(2) 雑 支 出 30

6 特 別 損 失
(1) そ の 他 特 別 利 益 0 0

(1)
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（単位：千円）　

資 産 合 計 1,420,704

貸 倒 引 当 金 △ 731 5,722
流 動 資 産 合 計 39,186

(1) 現 金 預 金 33,464
(2) 未 収 金 6,453

固 定 資 産 合 計 1,381,518
2 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 0

投資その他の資産合計 76,116

(2)

イ 基 金 76,116

有形固定資産合計 1,305,402

投資その他の資産

ホ 工具・器具及び備品 363

減価償却累計額 △ 164 199

ニ 機 械 及 び 装 置 193,380
減価償却累計額 △ 30,248 163,132

ハ 構 築 物 1,157,920
減価償却累計額 △ 92,361 1,065,559

ロ 建 物 72,123
減価償却累計額 △ 5,460 66,663

(1) 有形固定資産
イ 土 地 9,849

令和６年度　久米南町簡易水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資 産 の 部
1 固 定 資 産
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負 債 資 本 合 計 1,420,704

剰 余 金 合 計 △ 24,737
資 本 合 計 589,774

資本剰余金合計 0

負 債 合 計 830,930

資 本 の 部

イ 当年度末未処理欠損金 24,737
利益剰余金合計 △ 24,737

(2) 利 益 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 0
ロ 他 会 計 負 担 金 0

7 剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 金 614,511
資 本 金 合 計 614,511

6 資 本 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 53,859
繰 延 収 益 合 計 513,765

5 繰 延 収 益
(1) 長 期 前 受 金 567,624

引 当 金 合 計 493
流 動 負 債 合 計 57,979

イ 賞 与 引 当 金 415
ロ 法定福利費引当金 78

(2) 未 払 金 5,099
(3) 引 当 金

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 52,387

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

充てるための企業債 259,186
固 定 負 債 合 計 259,186

(1) 企 業 債
イ 建設改良等の財源に

負 債 の 部
3 固 定 負 債
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

建物 年
構築物 年
機械及び装置 年
工具・器具及び備品 年

2 　引当金の計上方法
賞与引当金

法定福利費引当金

属する額を計上する。
貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。
退職給付引当金

3 　消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記
1 　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

一般会計が負担すると見込まれる額は１５８，１５０千円である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記
久米南町簡易水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

(1)
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(2)
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

(3)

(4)
職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより簡易水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち

全額一般会計において措置することとなているため、簡易水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

2

令和６年度　注記表

(1)

7
15
3
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（単位：千円）　

投資その他の資産

資 産 合 計 1,296,592

貸 倒 引 当 金 △ 731 5,722
流 動 資 産 合 計 39,382

(1) 現 金 預 金 33,660
(2) 未 収 金 6,453

固 定 資 産 合 計 1,257,210
2 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 0
投資その他の資産合計 76,158

減価償却累計額 △ 328 35

(2)

イ 基 金 76,158

有形固定資産合計 1,177,112

機 械 及 び 装 置 193,380
減価償却累計額 △ 60,553 132,827

ホ 工具・器具及び備品 363

令和７年度　久米南町簡易水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資 産 の 部
1 固 定 資 産

ロ 建 物 72,123

(1) 有形固定資産
イ 土 地 9,849

減価償却累計額 △ 10,920 61,203
ハ 構 築 物 1,157,920

減価償却累計額 △ 184,722 973,198
ニ

(1) 無形固定資産
イ ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計
3,940

3,940
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負 債 資 本 合 計 1,296,592

剰 余 金 合 計 △ 44,177
資 本 合 計 570,334

資本剰余金合計 0

負 債 合 計 726,258

資 本 の 部

充てるための企業債 215,939

イ 当年度末未処理欠損金 44,177

利益剰余金合計 △ 44,177

(2) 利 益 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 0
ロ 他 会 計 負 担 金 0

7 剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 金 614,511
資 本 金 合 計 614,511

6 資 本 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △ 107,657

繰 延 収 益 合 計 459,967

5 繰 延 収 益
(1) 長 期 前 受 金 567,624

引 当 金 合 計 507
流 動 負 債 合 計 50,352

イ 賞 与 引 当 金 425
ロ 法定福利費引当金 82

(2) 未 払 金 5,099
(3) 引 当 金

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 44,746

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計 215,939

(1) 企 業 債
イ 建設改良等の財源に

負 債 の 部
3 固 定 負 債
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

建物 年
構築物 年
機械及び装置 年
工具・器具及び備品 年

無形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

ソフトウェア 年
2 　引当金の計上方法

賞与引当金

法定福利費引当金

属する額を計上する。
貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。
退職給付引当金

3 　消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記
1 　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

一般会計が負担すると見込まれる額は１３２，３１４千円である。
2 　引当金取崩額

賞与引当金の取崩し

法定福利費引当金の取崩し

取り崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記
久米南町簡易水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

(2)

5

(1)
当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給する見込みであるため、賞与引当金４１５千円を取り崩す予定である。

(2)
当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する見込みであるため、法定福利費引当金７８千円を

(1)
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(2)
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

(3)

(4)
職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、簡易水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより簡易水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち

全額一般会計において措置することとなているため、簡易水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

令和７年度　注記表

(1)

7
15
3
2
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予　算　内　訳　書
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（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒈

⒉ ⒉

⒊

⒈ ⒈

⒉

⒉ ⒈

⒊ ⒈

⒋ ⒈

⒌ 90.

基金利息 41

簡易水道事業収益 209,088 217,319 △ 8,231

給水収益 121,240 120,558 682 簡易水道料金 121,240
⒈ 営業収益

令和７年度　久米南町簡易水道事業会計事項別明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 収　入

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

123,072 121,500 1,572
簡易水道料金 121,240

その他営業収益 1,832 942 890 手数料 152 給水装置指定工事店指定手数料等 151
督促手数料 1

加入金 1,680 新規加入金 1,680

受取利息及び配当金 42 2 40 預金利息 1 預金利息
86,016 95,819 △ 9,803

1
基金利息 41
他会計補助金 32,167

長期前受金戻入 53,798 53,859 △ 61 長期前受金戻入 53,798 長期前受金戻入 53,798
他会計補助金 32,167 41,949 △ 9,782 他会計補助金 32,167

消費税等還付金 1
雑収益 8 8 0 その他雑収益 8 行政財産使用料等 8

消費税及び地方消費税還付金 1 1 0 消費税及び地方消費税還付金 1

⒉ 営業外収益
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（単位：千円）　

⒈

⒈

⒒

⒓

⒘

⒙

⒚

21.

25.

26.

35.

37.

⒉

⒒

⒘

⒚

21.

25.

⒊

⒉

⒊

受水費 53,868 53,868受水費
火災保険料 45

配水及び給水費 14,304 13,712 592
備消品費 245 仕切弁等部品代 245

保険料 45

金　額
簡易水道事業費用 233,254 249,597 △ 16,343

 支　出

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分

222,518 224,092 △ 1,574

浄水施設等草刈用燃料代 6

原水及び浄水費 62,341 63,409 △ 1,068
備消品費 417 水質試験用試薬代等 417

水質検査委託料等 2,813
手数料 470 汚泥槽清掃運搬作業手数料等 470
委託料 2,813

神目浄水場土地賃借料 3
修繕費 1,500 浄水場施設修理等 1,500
賃借料 3

電気代 2,400
薬品費 819 薬品費 819
動力費 2,400

水道監視線電柱共架使用料 51
委託料 1,408 1,408

総係費 17,583 18,586 △ 1,003
給料 3,263

配水施設修理等 4,800
動力費 7,800 電気代 7,800
修繕費 4,800

3,263

160

手当 2,331 扶養手当 38
279

325
期末手当 597

480
125

一般職普通退職手当及び負担金 327

⒈ 営業費用

賃借料 51

燃料費 6

休日・夜間勤務手当
勤勉手当

時間外勤務手当

住居手当

給料

草刈委託料等

通勤手当
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（単位：千円）　

⒋

⒌

⒍

⒏

⒒

⒓

⒖

⒘

⒙

⒚

21.

27.

34.

37.

38.

⒋ ⒈

⒌ ⒈

⒈ ⒈

⒉ ⒈

⒊ ⒉

⒉ 営業外費用

賞与引当金繰入額 425
法定福利費 1,029 共済組合負担金 1,029
賞与引当金繰入額 425

旅費 7
共済組合負担金引当額繰入

普通旅費 7
82法定福利費引当金繰入額 82

備消品費 237 事務用品代 237
公用車燃料代 173

通信運搬費 3 郵券料等 3
燃料費 173

公営企業会計支援業務委託料 1,870
会計システム委託料 1,030

委託料 6,122

1,828料金システム委託料

口座振替等手数料等 650
賃借料 419 公用車リース料 227
手数料 650

オンライン端末使用料等 192
修繕費 1,437 量水器交換 1,437

量水器 1,042
負担金 145 日本水道協会岡山県支部負担金等 145
材料費 1,042

検針員保険料 218
貸倒引当金繰入額 0 貸倒引当金 0
保険料 218

建物減価償却費 5,460
構築物減価償却費 92,361

減価償却費 128,290 128,233 57 有形固定資産減価償却費 128,290

機械及び装置減価償却費 30,305
工具・器具及び備品減価償却費 164

消費税等 6,000
雑支出 60 30 30 その他雑支出 60 過誤納 60
消費税及び地方消費税 6,000 9,899 △ 3,899 消費税及び地方消費税 6,000

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

⒈ 営業費用

検針委託料 1,394

支払利息及び企業債取扱諸費 2,676 2,596 80 企業債利息 2,676 企業債利息 2,676

機械及び装置除却費 0
8,736 12,525 △ 3,789

資産減耗費 0 152 △ 152 固定資産除却費 0
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（単位：千円）　

1 ⒈

⒈ ⒈

⒊ 特別損失 0 10,980 △ 10,980

備　　　考
区　　分 金　額

その他特別損失 0 10,980 △ 10,980 その他特別損失 0 0
予備費

2,000 2,000 0 予備費 2,000 予備費
2,000 2,000 0⒋

予備費 2,000

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節
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（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒈

⒈ ⒈

（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒒
⒉ ⒒

⒈ 7

⒈ ⒈
⒉ ⒈

⒈ ⒈

⒈ 0010

⒈ 建設改良費

⒉ 固定資産購入費

⒊ 企業債償還金

⒌ 予備費

⒈ 企業債

⒉ 他会計出資金

 支　出

款　項

資本的支出

⒋ 基金積立金

備　　　考
区　　分 金　額

資本的収入 0 0 0

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 収　入

款　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

建設改良等企業債 0 0 0 建設改良等企業債 0 建設改良等企業債 0
0 0 0

他会計出資金 0

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

0 0 0
他会計出資金 0 0 0 他会計出資金 0

△ 282
0 1,500 △ 1,500

50,232 建設改良等企業債償還金 50,232

備消品費 0
原水及び浄水施設費 0 500 △ 500 備消品費 0 0

0配水施設費 0 1,000 △ 1,000

1,185

0 0

52,688 53,010 △ 322
建設改良等企業債償還金 50,232 53,010 △ 2,778 建設改良等企業債償還金

予備費 1,500 0
1,500 0

その他企業債償還金 2,456 0

58,565 54,512

目
本年度
予定額

前年度
予定額

4,335

予備費 1,5001,500 予備費 1,500

2,456

1,500

2,456 その他企業債償還金2,456 その他企業債償還金

基金積立金 42 2 40 基金積立金 42 基金積立金 42
42 2 40

GIS導入業務
無形固定資産購入費 4,335 0 4,335 ソフトウェア購入費 4,335 料金システム構築業務委託料 3,150
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議案第２３号

　（総　則）
第１条

　（業務の予定量）
第２条

(1) 　 戸
(2)  　㎥
(3)  　㎥
(4)

　千円
　千円

　（収益的収入及び支出）
第３条

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ３ 項 　千円
第 ４ 項 　千円２,０００予 備 費

２６８,１５９
４５,３７９

２２２,７８０

２７５,４３４
２５３,８３９

支　　　　　　出

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
特 別 損 失

１９,５９５
０

公 共 下 水 道 事 業 費 用
営 業 費 用

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　なお、営業費用中総係費１，８１５千円の財源に充てるため、企業債１，８００千円を借り入れる。

収　　　　　　入

公 共 下 水 道 事 業 収 益
営 業 収 益

２１６,４８２
一 日 平 均 処 理 水 量 ５９３
主 要 な 建 設 改 良 事 業

処 理 場 整 備 事 業 １４,０００

　業務の予定量は、次のとおりとする。
水 洗 化 世 帯 ９２１

令和７年度　久米南町公共下水道事業会計予算

　令和７年度久米南町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

年 間 総 処 理 水 量

管 路 整 備 事 業 １６,０００
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　（資本的収入及び支出）
第４条

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ３ 項 　千円

第 １ 款 　千円
第 １ 項 　千円
第 ２ 項 　千円
第 ３ 項 　千円
第 ４ 項 　千円

　 (債務負担行為）
第５条

　 (企業債）
第６条

千円

又　は

令和７年度～令和８年度 ２，３６５千円

事　　　　項

地方公営企業法適用事業

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。
期　　　　間 限　　度　　額

企 業 債 償 還 金 ８２,５２４

資 本 的 支 出 １１８,９９５
建 設 改 良 費 ３３,０００
固 定 資 産 購 入 費 ３,４６５

基 金 積 立 金 ６

支　　　　　　出

負 担 金 等 １６,０００

資 本 的 収 入 ３０,０００
企 業 債 ７,０００
補 助 金 ７,０００

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８８，９９５千円

収　　　　　　入

は、消費税資本的収支調整額１，５４５千円、当年度損益勘定留保資金８７，４５０千円で補填するものとする。）。

　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率

5.0％以内

地方公営企業法適用事業 １,８００
普通貸借

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

計 ８,８００
証券発行

償　還　の　方　法

　政府資金については、その融資条件により、銀行その他
の場合にはその債権者と協定するものによる。
　ただし、財政の都合により措置期間及び償還期間を短縮
し、又は繰り上げ償還もしくは低利に借換えすることがで
きる。

処理場設備更新改良等事業 ７,０００
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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（単位：千円）　

⒈
⒉

⒈
⒉
⒊
⒋
⒌
⒍

（単位：千円）　

⒈
⒉
⒊
⒋
⒌

⒈
⒉
⒊

⒈

⒈

補助金 0 10,000 △ 10,000

1
2

前年度予算額
296,567
271,553
11,045
40,592

前年度予算額
295,727
45,379
42,360
3,019

250,348
1

148,693

⒋ 予備費 2,000

⒊ 特別損失 0 △ 2,109
その他特別損失 0 △ 2,1092,109

2,000
2,000

2,109
雑支出 20 0

資産減耗費 540 △ 686

0
予備費 2,000 0

1,226
20,905
19,385
1,500

20

総係費 14,557 △ 20,272
減価償却費 186,162 2,301

△ 1,310
消費税及び地方消費税 1,500 0

34,829
183,861

△ 17,714
管渠費 12,783 1,738
処理場費 39,797 △ 795

⒈ 公共下水道事業費用 275,434 △ 21,133
⒈ 営業費用 253,839

⒉ 営業外費用 19,595 △ 1,310
支払利息及び企業債取扱諸費 18,075

 支　出
款 項 目 本年度予算額 比較

その他営業収益 3,019 0
⒉ 営業外収益 222,780 △ 27,568

受取利息及び配当金 6

消費税及び地方消費税還付金 1 0
雑収益 2 0

5
他会計補助金 130,500 △ 18,193

長期前受金戻入 92,271 62091,651

令和７年度　久米南町公共下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 収　入
款 項 目 本年度予算額 比較

0
⒈ 公共下水道事業収益

下水道使用料 42,360 0

268,159 △ 27,568
⒈ 営業収益 45,379
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（単位：千円）　

⒈

⒈

⒈

（単位：千円）　

⒈
⒉

⒈

⒈
⒉

⒈

102,234
0
1
1

10,000
10,000
10,000

0
0

前年度予算額
127,485
25,250
5,250

3,465 3,465

△ 6,000

⒋ 基金積立金 6 5
基金積立金 6 5

1,768 1,768その他企業債償還金

⒊ 企業債償還金

⒉ 固定資産購入費 3,465
20,000

0
0

102,234

⒈ 資本的支出 118,995 △ 8,490
⒈ 建設改良費 33,000

82,524 △ 19,710
建設改良等企業債償還金 80,756 △ 21,478

7,750
管路建設改良費 19,000 13,750
処理場建設改良費 14,000

3,465
無形固定資産購入費

支　出
款 項 目 本年度予算額 比較

国庫補助金 7,000 △ 3,000
⒊ 負担金等 16,000 16,000

その他負担金 16,000

比較
⒈ 資本的収入 30,000 10,000

⒈ 企業債 7,000 △ 3,000
建設改良等企業債 7,000 △ 3,000

⒉ 補助金 7,000 △ 3,000

16,000

前年度予算額
20,000
10,000

収　入
款 項 目 本年度予算額

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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（単位：千円）　
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △
減価償却費
資産減耗費
賞与引当金の増減額(△は減少)
法定福利費引当金の増減額(△は減少)
貸倒引当金の増減額(△は減少)
長期前受金戻入額 △
受取利息及び受取配当金 △
支払利息
未収金の増減額(△は増加)
未払金の増減額(△は減少)
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △
業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △
無形固定資産の取得による支出 △
国庫補助金等による収入
基金積立による支出 △
投資活動によるキャッシュ・フロー △

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債の発行による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △
財務活動によるキャッシュ・フロー △

　資金減少額
　資金期首残高
　資金期末残高

0
110,268

6

令和７年度　久米南町公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

32
92,271

6
18,075

0

2,294
186,162

540
23
7

18,075
92,199

30,000

20,909
3,150

6
12,247

8,800
82,524
73,724

6,228
34,287
40,515
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1 総　　括

（単位：千円）　

2 給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）　

3 給料及び手当の状況
職員１人当たりの給与

35.00
平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 333,100令和６年４月１日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 272,200

平 均 年 齢 ( 歳 )

36.00
平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 353,000

備　　　　考

令和７年４月１日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 291,100

(1)
区　　　　分 行　　一　　職

平 均 年 齢 ( 歳 )

そ の 他 の 増 減 分 0
手　当 151

制度改正に伴う増減分 151

給　料 55
給与改定に伴う増減分 0

そ の 他 の 増 減 分 0
昇 給 に 伴 う 増 減 分 55

115 0 36

区　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　考

職員手当
の内訳

区分

0 0 0 0 0
482 0 323 0 288

本年度
前年度
比　較

1,444 600 326
1,559 600 362482 0 323 0 288

時間外等
勤務手当

期末勤勉
手　　当

児童手当
退職手当
負 担 金

206 135 341

扶養手当 住居手当 通勤手当 管理職手当

比　較 0 0 0 55 151
8,263前年度 0 1 0 3,615 3,463 7,078 1,185

7,284 1,320 8,604本年度 0 1 0 3,670 3,614

給料 手当 計

給　与　費　明　細　書

区分
職員数 給与費　(千円)

法定福利費
(千円)

合　計
(千円)

備　考特別職
(人)

一般職
(人)

報酬
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初任給

級別職員数

（級別の基準となる職務）
６　級

主 事
主 事 主 幹 課 長 補 佐

課 長 代 理 課 長
技 師
主 事 補

技 師

区　　分

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主 任 上 席 主 幹
技 師 補

計 1 100.00
６　級

令和６年４月１日現在
５　級
４　級

２　級
３　級

１　級

1 100.00

計 1 100.00
６　級

４　級

２　級
３　級

令和７年４月１日現在

１　級

1 100.00

５　級

級 職員数　(人) 構成比　(％)

(3)

区分
行　一　職

大 学 卒 220,000 220,000
高 校 卒 188,000 188,000

(2)

区　分 行 一 職　(円)
一般会計の制度
行 一 職　(円)

備　　　　考
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昇　　給

特殊勤務手当…該当なし

期末手当、勤勉手当

定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

3～45%加算

同　　上

(7)
区　分 20年勤続の者(月分） 25年勤続の者(月分） 35年勤続の者(月分） 最高限度(月分） その他の加算措置等 備　考

一般会計の制度 2.300 2.300 4.60 有
前 年 度 2.250 2.350 4.60 有
本 年 度 2.300 2.300 4.60 有

(5)

(6)

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置６月(月分) １２月(月分) (月分)

８号給（人）

比率(B)／(A)　(％) 100.00 100.00

昇給に係る職員数(B)　(人） 1 1

４号給（人） 1 1
６号給（人）

４号給（人） 1 1
６号給（人）

前
年
度

職員数(A)　(人） 1 1
比率(B)／(A)　(％) 100.00 100.00

号給数別内訳

２号給（人）

８号給（人）

昇給に係る職員数(B)　(人） 1 1

号給数別内訳

本
年
度

職員数(A)　(人） 1 1

２号給（人）

(4)
区 　　分 合　計 行 一 職
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その他の手当

住 居 手 当 同　　一
通 勤 手 当 同　　一

扶 養 手 当 同　　一
管 理 職 手 当 同　　一

(8)
区　　　　分 一般会計の制度との差同 差異の内容
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千円 千円 千円 千円 千円

左の財源内訳

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限度額
前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

期間 金額 期間 金額 企業債

地方公営企業法適用事業
２，３６５

令和６年度から
９３５

令和７年度から
２，３６５ ２，３６５

令和７年度まで 令和８年度まで
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（単位：千円）　

6 特 別 損 失
(1) そ の 他 特 別 利 益 0 0

(1)

19,405 234,930
経 常 利 益 8,260

5 特 別 利 益

(2) 雑 支 出 20

令和６年度　久米南町公共下水道事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）

1 営 業 収 益

2 営 業 費 用

(1) 下 水 道 使 用 料 38,509
(2) 受 託 工 事 収 益 0

(1) 管 渠 費 11,409
(2) 処 理 場 費 37,814

(3) そ の 他 営 業 収 益 3,019 41,528

(5) 資 産 減 耗 費 1,226 268,198
営 業 損 失 226,670

(3) 総 係 費 33,888
(4) 減 価 償 却 費 183,861

(2) 他 会 計 補 助 金 152,681

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 91,651

3 営 業 外 収 益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

(3) 補 助 金 10,000

(5) 雑 収 益 2 254,335
4 営 業 外 費 用
(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 19,385

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0
その他未処分利益剰余金変動額 0

6,151

そ の 他 特 別 損 失 2,109 2,109 △ 2,109
当 年 度 純 利 益 6,151

当年度未処分利益剰余金

- 40 -



（単位：千円）　

(1) 有形固定資産
イ 土 地 106,586

令和６年度　久米南町公共下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資 産 の 部
1 固 定 資 産

ロ 建 物 116,275
減価償却累計額 △ 3,429 112,846

ハ 構 築 物 4,028,535
減価償却累計額 △ 112,262 3,916,273

ニ 機 械 及 び 装 置 293,829
減価償却累計額 △ 68,170 225,659

ホ 工具・器具及び備品 0
減価償却累計額 0 0

(2)
イ 基 金 10,671

有形固定資産合計 4,361,364
投資その他の資産

2 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 0
投資その他の資産合計 10,671

(1) 現 金 預 金 34,287
(2) 未 収 金 701

固 定 資 産 合 計 4,372,035

資 産 合 計 4,406,937

貸 倒 引 当 金 △ 86 615
流 動 資 産 合 計 34,902
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負 債 の 部
3 固 定 負 債

充てるための企業債 949,475
固 定 負 債 合 計 949,475

(1) 企 業 債
イ 建設改良等の財源に

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 82,524

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

イ 賞 与 引 当 金 502
ロ 法定福利費引当金 95

(2) 未 払 金 6,986
(3) 引 当 金

5 繰 延 収 益
(1) 長 期 前 受 金 2,214,909

引 当 金 合 計 597
流 動 負 債 合 計 90,107

6 資 本 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 91,651
繰 延 収 益 合 計 2,123,258

7 剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 金 1,187,619
資 本 金 合 計 1,187,619

(2) 利 益 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 50,327
ロ 他 会 計 負 担 金 0

イ 当年度末未処理剰余金 6,151
利益剰余金合計 6,151

負 債 資 本 合 計 4,406,937

剰 余 金 合 計 56,478
資 本 合 計 1,244,097

資本剰余金合計 50,327

負 債 合 計 3,162,840

資 本 の 部
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

建物 年
構築物 年
機械及び装置 年
工具・器具及び備品 年

2 　引当金の計上方法
賞与引当金

法定福利費引当金

属する額を計上する。
貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。
退職給付引当金

3 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ予定貸借対照表等に関する注記
1 後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

一般会計が負担すると見込まれる額は１７６，６８０千円である。

Ⅲセグメント情報に関する注記
久米南町公共下水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

令和６年度　注記表

(1)

3
31
4

(1)
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(2)
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

(3)

(4)
職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、公共下水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより公共下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち

全額一般会計において措置することとなているため、公共下水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。
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（単位：千円）　

3,150
無形固定資産合計 3,150

無形固定資産

(1) 有形固定資産
イ 土 地 106,586

減価償却累計額 △ 6,858 109,417
ハ 構 築 物 4,028,535

減価償却累計額 △ 224,524 3,804,011
ニ

令和７年度　久米南町公共下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資 産 の 部
1 固 定 資 産

ロ 建 物 116,275

機 械 及 び 装 置 293,289
減価償却累計額 △ 138,641 154,648

ホ 工具・器具及び備品 0
減価償却累計額 0 0

(2)
イ 基 金 10,677

ヘ 建 設 仮 勘 定 30,000
有形固定資産合計 4,204,662

投資その他の資産

(1)
イ ソ フ ト ウ ェ ア

2 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 0
投資その他の資産合計 10,677

(1) 現 金 預 金 40,515
(2) 未 収 金 701

固 定 資 産 合 計 4,218,489

資 産 合 計 4,259,587

貸 倒 引 当 金 △ 118 583
流 動 資 産 合 計 41,098
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負 債 の 部
3 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計 873,303

(1) 企 業 債
イ 建設改良等の財源に

イ 建設改良等の財源に
充てるための企業債 84,972

4 流 動 負 債
(1) 企 業 債

イ 賞 与 引 当 金 525
ロ 法定福利費引当金 102

(2) 未 払 金 6,986
(3) 引 当 金

5 繰 延 収 益
(1) 長 期 前 受 金 2,235,818

引 当 金 合 計 627
流 動 負 債 合 計 92,585

6 資 本 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 183,922
繰 延 収 益 合 計 2,051,896

7 剰 余 金
(1) 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 金 1,187,619
資 本 金 合 計 1,187,619

(2) 利 益 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 50,327
ロ 他 会 計 負 担 金 0

イ 当年度末未処理剰余金 3,857
利益剰余金合計 3,857

負 債 資 本 合 計 4,259,587

剰 余 金 合 計 54,184
資 本 合 計 1,241,803

資本剰余金合計 50,327

負 債 合 計 3,017,784

資 本 の 部

充てるための企業債 873,303
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

有形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

建物 年
構築物 年
機械及び装置 年

無形固定資産
・減価償却の方法

定額法による。
・主な耐用年数

ソフトウェア 年
2 　引当金の計上方法

賞与引当金

法定福利費引当金

属する額を計上する。
貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、個別の回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上する。
退職給付引当金

3 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ予定貸借対照表等に関する注記
1 後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

一般会計が負担すると見込まれる額は４６４，７４８千円である。
2 引当金取崩額

賞与引当金の取崩し

法定福利費引当金の取崩し

取り崩す予定である。

Ⅲセグメント情報に関する注記
久米南町公共下水道事業は、単一のセグメントであるため、記載を省略している。

(2)

5

令和７年度　注記表

(1)

3
31
4

(1)
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(2)
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

(3)

(4)
職員の退職手当は、退職手当組合に加入しており、公共下水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出して

いるが、一般会計との取り決めにより公共下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち

全額一般会計において措置することとなているため、公共下水道事業会計においては退職給付引当金を計上していない。

(1)
当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給する見込みであるため、賞与引当金５０２千円を取り崩す予定である。

(2)
当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する見込みであるため、法定福利費引当金９５千円を
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予　算　内　訳　書
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（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒈

⒉ ⒉

90.

⒈ ⒈

⒉

⒉ ⒈

⒊ ⒈

⒋ ⒈

⒌ ⒈

⒍ 90.

国庫補助金 0

⒈ 営業収益

⒉ 営業外収益

消費税等還付金 1
雑収益 2 2 0 その他雑収益 2 行政財産使用料等 2

消費税及び地方消費税還付金 1 1 0 消費税及び地方消費税還付金 1

基金利息 5
他会計補助金 130,500

長期前受金戻入 92,271 91,651 620 長期前受金戻入 92,271 長期前受金戻入 92,271

他会計補助金 130,500 148,693 △ 18,193 他会計補助金 130,500
補助金 0 10,000 △ 10,000 国庫補助金 0

受取利息及び配当金 6 1 5 預金利息 1 預金利息
222,780 250,348 △ 27,568

1

督促手数料 5
その他営業収益 3,000 受益者分担金 3,000

公共下水道使用料 42,360
その他営業収益 3,019 3,019 0 手数料 19 排水設備指定工事店申請手数料等 14

45,379 45,379 0

令和７年度　久米南町公共下水道事業会計事項別明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

 収　入

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

公共下水道事業収益 268,159 295,727 △ 27,568

下水道使用料 42,360 42,360 0 下水道使用料 42,360

基金利息 5
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（単位：千円）　

⒈

⒈

⒘

⒙

⒚

⒛

21.

25.

27.

37.

⒉

⒔

⒖

⒘

⒙

21.

25.

26.

27.

37.

⒊

⒉

⒊

⒈ 営業費用

修繕費 2,500

材料費 90 汚水処理設備部品代等 90

動力費 7,440 浄化センター電気料 7,440
浄化センター設備緊急修繕 2,500

浄化センター電話料 36

手数料 142 事業系一般廃棄物処分手数料等 142

勤勉手当 441
児童手当 600

時間外勤務手当 163
期末手当 593

通勤手当 323
手当 3,089 扶養手当 482

総係費 14,557 34,829 △ 20,272

給料 3,670

保険料 80 建物災害共済保険料（浄化センター） 80

給料 3,670

薬品費 2,675 高度処理用凝集剤（PAC)等 2,675

通信運搬費 36
委託料 26,810 浄化センター運転管理業務等 26,810

材料費 300 マンホール蓋代 300
60建物災害共済保険料（ポンプ）

浄化センター水道料 24

管路施設緊急修繕等 4,320
動力費 4,200 マンホールポンプ電気代 4,200
修繕費 4,320

マンホールポンプ設備敷地賃借料 20
工事請負費 2,000 公共ます及び取付管新設工事 2,000
賃借料 20

委託料 1,850 下水道汚水管路及び施設用地維持管理委託料等 1,850
手数料 33 マンホール汚水抜き取り作業手数料 33

253,839 271,553 △ 17,714

管渠費 12,783 11,045 1,738

公共下水道事業費用 275,434 296,567 △ 21,133

 支　出

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

保険料 60
処理場費 39,797 40,592 △ 795

光熱水費 24
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（単位：千円）　

⒋

⒌

⒍

⒏

⒒

⒓

⒕

⒘

⒙

⒚

21.

27.

34.

37.

38.

⒋ ⒈

⒌ ⒈

⒈ ⒈

⒉ ⒈

⒈ 営業費用

⒉ 営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費 18,075 企業債利息 18,075 企業債利息 18,075

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

19,385 △ 1,310

消費税等 1,500消費税及び地方消費税 1,500 1,500 0 消費税及び地方消費税 1,500

19,595 20,905 △ 1,310

資産減耗費 540 1,226 △ 686 固定資産除却費 540

有形固定資産減価償却費 186,162

ポンプ設備更新分 540
機械及び装置減価償却費 70,471

建物減価償却費 3,429
構築物減価償却費 112,262

減価償却費 186,162

負担金 105 日本下水道協会負担金等 105
材料費 328

183,861 2,301

オンライン端末使用料等 103
修繕費 555 水道メーター交換 555

水道メーター購入費 328

口座振替等手数料等 444
賃借料 309 公用車リース料 206
手数料 444

料金システム委託料等 736

公営企業会計支援業務委託料 1,815
会計システム委託料 1,030

委託料 3,813
印刷製本費 50 マンホールカード印刷代 50
燃料費 173
備消品費 102 送付用封筒代等 102

公用車燃料代 173

旅費 4
共済組合負担金引当額繰入

普通旅費 4
102法定福利費引当金繰入額 102

賞与引当金繰入額 525
法定福利費 1,218 共済組合負担金 1,218
賞与引当金繰入額 525

休日・夜間勤務手当 125
一般職普通退職手当及び負担金 362

公用車任意保険料等 38
貸倒引当金繰入額 32 貸倒引当金 32
保険料 38

水道メーター検針委託料 232
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（単位：千円）　

⒊ ⒉

⒈ ⒈

⒈ ⒈

⒉ 営業外費用

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

2,000
⒋

予備費
予備費

2,000 2,000 0 予備費 2,000 予備費
2,000 2,000 0

その他特別損失 0 2,109 △ 2,109 その他特別損失 0 0
0 2,109 △ 2,109

雑支出 20 20 0 その他雑支出 20 過誤納 20
⒊ 特別損失
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（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒈

⒈ ⒈

⒈ ⒈

（単位：千円）　

⒈

⒈ ⒒
⒘

⒉ ⒒
⒘

⒈ ⒍

⒈ ⒈
⒉ ⒈

⒈ ⒈

その他負担金 16,000
16,000 0 16,000

その他負担金 16,000 0 16,000 その他負担金 16,000

基金積立金 6基金積立金 6 1 5 基金積立金 6

3,150

6 1 5

無形固定資産購入費 3,465 0 3,465 ソフトウェア購入費 3,465 料金システム構築業務委託料

3,465 0 3,465

GIS導入業務 315
82,524 102,234 △ 19,710

3,000
管渠詳細設計及び事業計画変更 16,000

委託料 14,000 脱水機詳細設計 14,000

委託料 16,000
管路建設改良費 19,000 5,250 13,750 備消品費 3,000 マンホールポンプ更新

118,995 127,485 △ 11,955

33,000 25,250 7,750

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

国庫補助金 7,000 10,000 △ 3,000 国庫補助金 7,000 国庫補助金 7,000
7,000 10,000 △ 3,000

建設改良等企業債 7,000 10,000 △ 3,000 建設改良等企業債 7,000 建設改良等企業債 7,000
7,000 10,000 △ 3,000

備　　　考
区　　分 金　額

資本的収入 30,000 20,000 10,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 収　入

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
節

⒈ 建設改良費

⒋ 基金積立金

⒈ 企業債

⒉ 補助金

 支　出

款　項

資本的支出

⒊ 企業債償還金

⒊ 負担金等

⒉ 固定資産購入費

処理場建設改良費 14,000 20,000 △ 6,000 備消品費 0 0

その他企業債償還金 1,768 0 1,768 その他企業債償還金 1,768 地方公営企業適用債元金 1,768
建設改良等企業債償還金 80,756 102,234 △ 21,478 建設改良等企業債償還金 80,756 建設改良等企業債元金 80,756
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